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  第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この達は、陸上自衛隊（自衛隊情報保全隊、自衛隊体育学校、自衛隊中央病院、

陸上幕僚長の監督を受ける自衛隊地区病院及び自衛隊地方協力本部を含む。以下同

じ｡） の保有する個人情報の開示、訂正及び利用停止の手続について必要な事項を定め

るものとする。 

（定義） 

第２条 この達において、次の各号に掲げる用語の意義は、防衛省の保有する個人情報の

開示、訂正及び利用停止に関する訓令（平成１７年防衛庁訓令第３４号。以下「訓令」

という｡）に定めるもののほか、当該各号に定めるところによる。 



(1) 部隊等 陸上自衛隊文書管理規則（陸上自衛隊達第３２－１９号（２３．４． 

１）。以下「文書管理規則」という｡）第２条第１号に定めるところによる。  

(2) 部隊長等 文書管理規則第２条第２号に定めるところによる。 

(3) 部課等 文書管理規則第２条第５号に定めるところによる。  

(4) 開示意見等に関する事務 開示請求に係る保有個人情報の全部若しくは一部を開示

し、又は全部を開示しない旨の上申、並びに当該保有個人情報の開示等の検討に当た

って第三者に意見提出の機会を求める旨及び事案の移送についての調整・協議に関す

る事務をいう。 

(5) 訂正意見等に関する事務 訂正請求に係る保有個人情報の全部若しくは一部を訂正

し、又は全部を訂正しない旨の上申、並びに訂正の実施及び事案の移送についての調

整・協議に関する事務をいう。  

(6) 利用停止意見等に関する事務 利用停止請求に係る保有個人情報の全部若しくは一

部を利用停止し、又は全部を利用停止しない旨の上申及び利用停止の実施についての

調整・協議に関する事務をいう。 

(7) 省担当課室 防衛省において開示、訂正及び利用停止の決定に係る事務を行う防衛

省内部部局の課室をいう。 

(8) 施行通達 「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律、行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律、行政機関の保有する個人情

報の保護に関する法律施行令、行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律施行令及び防衛省本省の保有する個人情報の開示、訂正及び利用

停止並びに行政機関非識別加工情報の提供に関する訓令の施行について（通達）」 

（防官文第２６０２号。１７．３．３１）をいう。 

 (9) 陸上総隊司令官等 陸上総隊司令官、各方面総監及びその他防衛大臣直轄部隊・機

関の長をいう。 

（陸上自衛隊個人情報保護室） 

第３条 陸上自衛隊における機関等個人情報保護責任者たる陸上幕僚長の個人情報保護に

係る事務を補佐し、陸上自衛隊における保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関す

る事務の総合調整を行う部署を「陸上自衛隊個人情報保護室」（以下「個人情報保護

室」という｡）という。 

２ 前項の個人情報保護室は、陸上幕僚監部監理部総務課行政文書管理室とする。 

（開示担当者） 

第４条 陸上幕僚長又は部隊長等の開示意見等に関する事務を補佐する者を開示担当者と

いう。 

２ 陸上幕僚監部における開示担当者（以下「陸幕開示担当者」という｡）は、課長、衛生

部企画室長、総括副監察官、副法務官及び警務管理官総括班長とする。 

３ 部隊等における開示担当者（以下「部隊等開示担当者」という｡）は、当該文書を保有

する、又は当該開示意見等に関する事務を所掌する部課等の長の中から部隊長等が指名

する者とする。 

（訂正担当者） 

第５条 陸上幕僚長又は部隊長等の訂正意見等に関する事務を補佐する者を訂正担当者

という。 



２ 陸上幕僚監部における訂正担当者（以下「陸幕訂正担当者」という｡）は、課長、衛生

部企画室長、総括副監察官、副法務官及び警務管理官総括班長とする。 

３ 部隊等における訂正担当者（以下「部隊等訂正担当者」という｡）は、当該文書を保有

する、又は当該訂正意見等に関する事務を所掌する部課等の長の中から部隊長等が指名

する者とする。 

（利用停止担当者） 

第６条 陸上幕僚長又は部隊長等の利用停止意見等に関する事務を補佐する者を利用停

止担当者という。 

２ 陸上幕僚監部における利用停止担当者（以下「陸幕利用停止担当者」という｡）は、課

長、衛生部企画室長、総括副監察官、副法務官及び警務管理官総括班長とする。 

３ 部隊等における利用停止担当者（以下「部隊等利用停止担当者」という｡）は、当該文

書を保有する、又は当該利用停止意見等に関する事務を所掌する部課等の長の中から部

隊長等が指名する者とする。  

（部隊等個人情報保護部署及び担当者） 

第７条 削除  

（関係部署等の協力）  

第８条 個人情報保護室及び関係部署は、陸上自衛隊における保有個人情報の開示、訂正

及び利用停止の手続等を円滑に進めるため相互に協力し、適切に事務を遂行するものと

する。 

（情報提供への協力）  

第９条 個人情報保護室長は、防衛省個人情報保護室及び地方防衛局等個人情報室が開

示、訂正及び利用停止請求者に対して、保有個人情報の特定に必要な情報提供を行うに

当たり、要請に基づき必要な協力を行うものとする。 

 

第２章 開示手続 

（開示請求の補正等）  

第１０条 個人情報保護室長は、防衛省個人情報保護室長から開示請求書の補正依頼を受

けた場合には、施行通達第１１第２項の規定により請求者に補正依頼を実施するものと

する。 

２ 前項の補正依頼に当たっては、個人情報保護室長は、陸幕開示担当者と所要の調整を

行うものとする。この場合において、開示請求が部隊等に係るときは、個人情報保護室

長は、陸幕開示担当者を通じ部隊等開示担当者と所要の調整を行うものとする。 

３ 個人情報保護室長は、開示請求者から指定した期間内に回答がない場合には、速やか

に防衛省個人情報保護室長に通知するものとする。 

（保有個人情報の特定） 

第１１条 個人情報保護室長は、防衛省個人情報保護室長から開示請求書の写しを受領し

た場合には、該当する可能性のある保有個人情報を特定するため、関係する陸幕開示担

当者に当該保有個人情報の保有の有無を照会する。 

２ 前項の照会を受けた陸幕開示担当者は、自ら又は必要がある場合には、関係する部隊

等開示担当者に確認の措置を行う。この場合において、当該保有個人情報を部隊等が保



有しているときは、部隊等開示担当者は当該保有個人情報の写しを陸幕開示担当者に送

付するものとする。 

３ 個人情報保護室長は、前項の陸幕開示担当者から連絡を受け、請求に合致すると考え

られる保有個人情報を確認した場合には、防衛省個人情報保護室長にその旨を通知し、

当該保有個人情報の現認に協力するものとする。  

（開示意見等に関する事務の指定） 

第１２条 個人情報保護室長は、防衛省個人情報保護室長から施行通達第１３条の規定に

より関係機関に特定した旨の通知を受けた場合には、陸幕関係部課等にその旨を通知

し、協議した上で開示意見等に関する事務を担当する部課等を特定するものとする。 

２ 個人情報保護室長は、前項により特定した事務を担当する部課等を防衛省個人情報保

護室長に通知するものとする。 

（保有個人情報特定後の事務） 

第１３条 前条第１項の事務を担当する部課等の陸幕開示担当者は、当該保有個人情報の

写しを個人情報保護室長及び指定された省担当課室に各１部提出するものとする。 

２ 前項により当該保有個人情報の提出を受けた個人情報保護室長は、防衛省個人情報保

護室長に写しを提出するものとする。 

（移送） 

第１４条 陸幕開示担当者は、特定された保有個人情報が訓令第１７条の規定に照らし移

送が必要になり得ると考えられるときは、個人情報保護室長と施行通達第１５条に規定

する協議の上、速やかにその旨を省担当課室に連絡するものとする。 

２ 情報公開・個人情報保護室長は、移送の協議を行う者から必要な協力を求められたと

きは、必要な協力を行うものとする。 

（第三者意見聴取） 

第１５条 陸幕開示担当者は、特定された保有個人情報が法第２３条の規定に照らし、第

三者に対して意見提出の機会を与えることが必要であると認める場合には、個人情報保

護室長と協議の上、速やかにその旨を省担当課室に連絡するものとする。 

２ 陸幕開示担当者は、省担当課室から第三者からの意見書の通知を受領した場合には、

個人情報保護室長に連絡するものとする。 

（開示・不開示検討）  

第１６条 開示担当者は、開示請求対象保有個人情報の特定の通知を受けた後、当該保有

個人情報を開示するか否かの検討を速やかに行うものとする。この場合においては、関

係する者と必要な協議を実施するものとする。 

（陸幕開示担当者からの開示・不開示意見の通知） 

第１７条 陸幕開示担当者は、開示又は不開示に係る意見を個人情報保護室長に通知する

ものとする。 

２ 前項の意見は、幕僚通知に別紙第１の内容を記載し、当該保有個人情報の写しその他 

必要な資料を添付するものとする。 

（部隊等からの開示・不開示意見の上申） 

第１８条 部隊長等は開示又は不開示に係る意見を、指揮系統を通じて陸上幕僚長に上申

するものとする。 



２ 前項の上申は、別紙第２によるものとし、当該保有個人情報の写し（不開示部分が存

在する場合は、当該不開示部分に明認を施したもの）その他必要な資料を添付するもの

とする。 

（不開示部分の明認）  

第１９条 部分開示又は不開示の意見を通知又は上申をする場合は、添付する当該保有個 

人情報に明認を施すものとする。 

（開示・不開示意見の上申） 

第２０条 訓令第２０条に規定する意見上申に関する手続は、個人情報保護室長が行うも

のとする。 

（記録の作成・保管等） 

第２１条 個人情報保護室長は、訓令第２５条に規定する記録を作成し適切に管理すると

ともに、当該記録の写しを防衛省個人情報保護室長に提出するものとする。 

（開示の準備） 

第２２条 個人情報保護室長は、防衛省個人情報保護室長から訓令第２６条の申出に係る

書類の写しを受領した場合には、開示の実施に係る準備を行うものとする。 

２ 陸幕開示担当者は、前項の規定により開示の準備を行うに当たり、必要な協力を行う

ものとする。 

３ 個人情報保護室長は、開示の実施が行われる前に準備した保有個人情報を防衛省個人

情報保護室長に提出する。 

第３章 訂正手続 

（訂正請求の補正等）  

第２３条 個人情報保護室長は、防衛省個人情報保護室長から訂正請求書の補正依頼を受

けた場合には、施行達第２６第２項の規定により請求者に補正依頼を実施するものとす

る。 

２ 前項の補正依頼に当たっては、個人情報保護室長は、陸幕訂正担当者と所要の調整を

行うものとする。この場合において、訂正請求が部隊等に係るときは、個人情報保護室

長は、陸幕訂正担当者を通じ部隊等訂正担当者と所要の調整を行うものとする。 

３ 個人情報保護室長は、訂正請求者から指定した期間内に回答がない場合には、速やか

に防衛省個人情報保護室長に通知するものとする。 

（保有個人情報の特定） 

第２４条 個人情報保護室長は、防衛省個人情報保護室長から訂正請求書の写しを受領し 

た場合には、該当する可能性のある保有個人情報を特定するため、関係する陸幕訂正担

当者に当該保有個人情報の保有の有無を照会する。 

２ 前項の照会を受けた陸幕訂正担当者は、自ら又は必要がある場合には、関係する部隊

等訂正担当者に確認の措置を行う。この場合において、当該保有個人情報を部隊等が保

有しているときは、部隊等訂正担当者は当該保有個人情報の写しを陸幕訂正担当者に送

付するものとする。ただし、当該保有個人情報の写しが第１１条の規定により既に提出

されている場合はこの限りでない。 

３ 個人情報保護室長は、前項の陸幕訂正担当者から連絡を受け、請求に合致すると考え

られる保有個人情報を確認した場合には、防衛省個人情報保護室長にその旨を通知し、



当該保有個人情報の現認に協力するものとする。  

（訂正意見等に関する事務の指定） 

第２５条 個人情報保護室長は、防衛省個人情報保護室長から施行通達第２８条の規定に

より関係機関に特定した旨の通知を受けた場合には、陸幕関係部課等にその旨を通知

し、協議した上で訂正意見等に関する事務を担当する部課等を特定するものとする。 

２ 個人情報保護室長は、前項により特定した事務を担当する部課等を防衛省個人情報保

護室長に通知するものとする。 

（保有個人情報特定後の事務） 

第２６条 前条第１項の事務を担当する部課等の陸幕訂正担当者は、当該保有個人情報の

写しを個人情報保護室長及び指定された省担当課室に各１部提出するものとする。ただ

し、当該保有個人情報の写しが第1１３条の規定により既に提出されている場合はこの

限りでない。 

２ 前項により当該保有個人情報の提出を受けた個人情報保護室長は、防衛省個人情報保

護室長に写しを提出するものとする。 

（移送） 

第２７条 陸幕訂正担当者は、特定された保有個人情報が訓令第３３条の規定に照らし移

送が必要になり得ると考えられるときは、個人情報保護室長と協議の上、速やかにその

旨を省担当課室に連絡するものとする。 

２ 個人情報保護室長は、移送の協議を行う者から必要な協力を求められたときは、必要

な協力を行うものとする。 

（訂正・不訂正検討）  

第２８条 訂正担当者は、訂正請求対象保有個人情報の特定の通知を受けた後当該保有個

人情報を訂正するか否かの検討を速やかに行うものとする。この場合においては、関係

する者と必要な協議を実施するものとする。  

（陸幕訂正担当者からの訂正・不訂正意見の通知） 

第２９条 陸幕訂正担当者は、訂正又は不訂正に係る意見を個人情報保護室長に通知する

ものとする。 

２ 前項の意見は、幕僚通知に別紙第３の内容を記載し、当該保有個人情報の写しその他 

必要な資料を添付するものとする。 

（部隊等からの訂正・不訂正意見の上申） 

第３０条 部隊長等は訂正又は不訂正に係る意見を、指揮系統を通じて陸上幕僚長に上申

するものとする。 

２ 前項の上申は、別紙第４によるものとし、当該保有個人情報の写し（訂正部分が存在

する場合は、当該訂正部分に明認を施したもの）その他必要な資料を添付するものとす

る。 

（訂正部分の明認） 

第３１条 訂正又は不訂正の意見を通知又は上申をする場合は、添付する当該保有個人情 

報に明認を施すものとする。 

（訂正・不訂正意見の上申） 

第３２条 訓令第３５条に規定する意見上申に関する手続は、個人情報保護室長が行うも



のとする。 

（訂正の実施） 

第３３条 個人情報保護室長は、訂正する旨の決定がなされ訂正責任者から通知を受けた

場合には、陸幕訂正担当者に速やかに訂正を実施するよう通知するものとする。 

２ 前項の通知を受けた陸幕訂正担当者は、必要により部隊等訂正担当者に訂正を行わせ 

るものとする。 

（記録の作成・保管等） 

第３４条 個人情報保護室長は、訓令第３８条に規定する記録を作成し適切に管理すると

ともに、当該記録の写しを防衛省個人情報保護室長に提出するものとする。 

第４章 利用停止手続 

（利用停止請求の補正等） 

第３５条 個人情報保護室長は、防衛省個人情報保護室長から利用停止請求書の補正依頼

を受けた場合には、施行通達第３９第２項の規定により請求者に補正依頼を実施するも

のとする。 

２ 前項の補正依頼に当たっては、個人情報保護室長は、陸幕利用停止担当者と所要の調

整を行うものとする。この場合において、利用停止請求が部隊等に係るときは、個人情

報保護室長は、陸幕利用停止担当者を通じ部隊等利用停止担当者と所要の調整を行うも

のとする。 

３ 個人情報保護室長は、利用停止請求者から指定した期間内に回答がない場合には、速

やかに防衛省個人情報保護室長に通知するものとする。 

（保有個人情報の特定） 

第３６条 個人情報保護室長は、防衛省個人情報保護室長から利用停止請求書の写しを受

領した場合には、該当する可能性のある保有個人情報を特定するため、関係する陸幕利

用停止担当者に当該保有個人情報の保有の有無を照会する。  

２ 前項の照会を受けた陸幕利用停止担当者は、自ら又は必要がある場合には、関係する

部隊等利用停止担当者に確認の措置を行う。この場合において、当該保有個人情報を部

隊等が保有しているときは、部隊等利用停止担当者は当該保有個人情報の写しを陸幕利

用停止担当者に送付するものとする。ただし、当該保有個人情報の写しが第１１条の規

定により既に提出されている場合はこの限りでない。 

３ 個人情報保護室長は、前項の陸幕利用停止担当者から連絡を受け、請求に合致すると

考えられる保有個人情報を確認した場合には、防衛省個人情報保護室長にその旨を通知

し、当該保有個人情報の現認に協力するものとする。 

（利用停止意見等に関する事務の指定）  

第３７条 個人情報保護室長は、防衛省個人情報保護室長から施行通達第４１条の規定に

より関係機関に特定した旨の通知を受けた場合には、陸幕関係部課等にその旨を通知

し、協議した上で利用停止意見等に関する事務を担当する部課等を特定するものとす

る。 

２ 情報公開・個人情報保護室長は、前項により特定した事務を担当する部課等を防衛省

個人情報保護室長に通知するものとする。 

（保有個人情報の特定後の事務） 

第３８条 前条第１項の事務を担当する部課等の陸幕利用停止担当者は、当該保有個人情



報の写しを個人情報保護室長及び指定された省担当課室に各１部提出するものとする。

ただし、当該保有個人情報の写しが第１３条の規定により既に提出されている場合はこ

の限りでない。 

２ 前項により当該保有個人情報の提出を受けた個人情報保護室長は、防衛省個人情報保

護室長に写しを提出するものとする。 

（利用停止・利用不停止検討） 

第３９条 利用停止担当者は、利用停止請求対象保有個人情報の特定の通知を受けた後当

該保有個人情報を利用停止するか否かの検討を速やかに行うものとする。この場合にお

いては、関係する者と必要な協議を実施するものとする。 

（陸幕利用停止担当者からの利用停止・利用不停止意見の通知） 

第４０条 陸幕利用停止担当者は、利用停止又は利用不停止に係る意見を個人情報保護室

長に通知するものとする。 

２ 前項の意見は、幕僚通知に別紙第５の内容を記載し、当該保有個人情報の写しその他 

必要な資料を添付するものとする。 

（部隊等からの利用停止・利用不停止意見の上申） 

第４１条 部隊長等は利用停止又は利用不停止に係る意見を、指揮系統を通じて陸上幕僚

長に上申するものとする。 

２ 前項の上申は、別紙第６によるものとし、当該保有個人情報の写し（利用停止部分が

存在する場合は、当該利用停止部分に明認を施したもの）その他必要な資料を添付する

ものとする。 

（利用停止部分の明認） 

第４２条 利用停止又は利用不停止の意見を通知又は上申をする場合は、添付する当該保

有個人情報に明認を施すものとする。 

（利用停止・利用不停止意見の上申） 

第４３条 訓令第４７条に規定する意見上申に関する手続は、個人情報保護室長が行うも

のとする。 

（利用停止の実施） 

第４４条 個人情報保護室長は、利用停止する旨の決定がなされ利用停止責任者から通知

を受けた場合は、陸幕利用停止担当者に速やかに利用停止を実施するよう通知するもの

とする。 

２ 前項の通知を受けた陸幕利用停止担当者は、必要により部隊等利用停止担当者に利用

停止を行わせるものとする。 

（記録の作成・保管等） 

第４５条 個人情報保護室長は、訓令第５２条に規定する記録を作成し適切に管理すると

ともに、当該記録の写しを防衛省個人情報保護室長に提出するものとする。 

第５章 雑則 

第４５条の２ 削除 

（委任規定） 

第４６条 この達の実施に関する細部の事項は、陸上総隊司令官等がそれぞれ定めること

ができる。 



附 則 

この達は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年３月26日陸上自衛隊達第122－204号） 

この達は、平成１８年３月２７日から施行する。 

附 則（平成18年７月26日陸上自衛隊達第122－211号） 

この達は、平成１８年７月３１日から施行する。 

附 則（平成19年１月９日陸上自衛隊達第122－215号） 

この達は、平成１９年１月９日から施行する。 

附 則（平成20年７月23日陸上自衛隊達第122－288号） 

この達は、平成２０年７月２３日から施行する。 

附 則（平成21年３月26日陸上自衛隊達第32－22－１号） 

この達は、平成２１年３月２６日から施行する。 

附 則（平成21年７月31日陸上自衛隊達第122－235号） 

この達は、平成２１年８月１日から施行する。 

附 則（平成23年４月１日陸上自衛隊達第32－19号） 

この達は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月19日陸上自衛隊達第32－22－２号） 

この達は、平成２６年３月２６日から施行する。 

   附 則（平成27年10月１日陸上自衛隊達第32－22－３号） 

 この達は、平成２７年１０月１日から施行する。 

   附 則（平成30年３月26日陸上自衛隊達第32－22－４号） 

 この達は、平成３０年３月２７日から施行する。 

   附 則（令和元年６月27日陸上自衛隊達第122-303号） 

１ この達は、令和元年７月１日から施行する。 

２ この達の施行の際、現に存する本改正前の様式による用紙は、当分の間、これを修正

した上使用することができる。 

   附 則（令和２年３月１０日陸上自衛隊達32－22－５号） 

この達は、令和２年３月２６日から施行する。 

附 則（令和３年３月15日陸上自衛隊達第122-315号） 

１ この達は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この達の施行の際、現に存するこの達による改正の前の様式（以下「旧様式」とい

う。）により使用されている書類は、この達による改正後の様式によるものとみなす。 

３ この達の施行の際、現に存する旧様式による用紙については、当分の間、これを修正の

上使用することができる。 

   附 則（令和６年３月２１日陸上自衛隊達32－22－６号） 

この達は、令和６年３月２１日から施行する。 



別紙第１（第１７条関係） 

 

開 示 請 求 に 係 る 意 見 の 通 知                

開示請求受付番号 
 

保有個人情報が記録され

ている行政文書の名称等 

 

意 見 
 

開示することができない

部分及び理由 

１ 開示することができない部分の概要 

２ 開示することができない理由 

３ その他 

保有個人情報の利用目的 
 

保有個人情報の提供先 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙第２（第１８条関係） 

発 簡 番 号       

発簡年月日  

陸 上 幕 僚 長 殿 

上申部隊等の長   

（公印省略）   

開示請求に係る意見について（上申） 

標記について、下記のとおり通知する。 

記 

開示請求受付番号 
 

保有個人情報が記録され

ている行政文書の名称等 

 

意 見 
 

開示することができない

部分及び理由 

１ 開示することができない部分の概要 

２ 開示することができない理由 

３ その他 

保有個人情報の利用目的 
 

保有個人情報の提供先 
 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙第３（第２９条関係） 

 

訂 正 請 求 に 係 る 意 見 の 通 知                

訂正請求受付番号 
 

保有個人情報が記録され

ている行政文書の名称等 

 

訂 正 の 内 容 
 

訂正しないこととした部

分とその理由 

１ 訂正しないこととした部分の概要 

２ 訂正しないこととした理由 

３ その他 

保有個人情報の利用目的 
 

保有個人情報の提供先 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙第４（第３０条関係） 

発 簡 番 号       

発簡年月日  

陸 上 幕 僚 長 殿 

上申部隊等の長       

（公印省略）       

訂正請求に係る意見について（上申） 

標記について、下記のとおり通知する。 

記 

訂正請求受付番号 
 

保有個人情報が記録され

ている行政文書の名称等 

 

訂 正 の 内 容 
 

訂正しないこととした部

分とその理由 

１ 訂正しないこととした部分の概要 

２ 訂正しないこととした理由 

３ その他 

保有個人情報の利用目的 
 

保有個人情報の提供先 
 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙第５（第４０条関係） 

 

利用停止請求に係る意見の通知                

利用停止請求受付番号 
 

保有個人情報が記録され

ている行政文書の名称等 

 

利 用 停 止 の 内 容 
 

利用停止しないこととし

た部分とその理由 

１ 利用停止しないこととした部分の概要 

２ 利用停止しないこととした理由 

３ その他 

保有個人情報の提供先 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙第６（第４１条関係） 

発 簡 番 号       

発簡年月日  

陸 上 幕 僚 長 殿 

上申部隊等の長       

（公印省略）       

利用停止請求に係る意見について（上申） 

標記について、下記のとおり通知する。 

記 

利用停止請求受付番号 
 

保有個人情報が記録され

ている行政文書の名称等 

 

利 用 停 止 の 内 容 
 

利用停止しないこととし

た部分とその理由 

１ 利用停止しないこととした部分の概要 

２ 利用停止しないこととした理由 

３ その他 

保有個人情報の提供先 
 

寸法：日本産業規格Ａ４ 


